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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第54期の１株当たり配当額40円は、創業70周年記念配当４円を含んでおります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 33,580 41,354 43,158 71,577 82,856

経常利益 (百万円) 1,577 2,374 2,613 3,492 4,691

中間(当期)純利益 (百万円) 839 1,429 1,544 1,895 2,734

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) 0 18 17 18 44

資本金 (百万円) 5,368 5,368 5,368 5,368 5,368

発行済株式総数 (株) 15,943,000 15,943,000 15,943,000 15,943,000 15,943,000

純資産額 (百万円) 37,689 38,046 41,875 37,264 40,656

総資産額 (百万円) 49,135 50,456 55,370 50,996 53,907

１株当たり純資産額 (円) 2,385.11 2,547.40 2,699.85 2,491.68 2,618.03

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 52.82 95.71 99.60 117.22 177.21

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 0.00 0.00 0.00 30.00 40.00

自己資本比率 (％) 76.7 75.4 75.6 73.1 75.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 568 △201 1,250 1,689 1,862

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △276 601 △933 △1,299 △448

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △483 △452 △619 △2,072 509

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 13,129 11,587 13,264 11,638 13,564

従業員数 (人) 631 638 660 601 622



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

ただし、当中間会計期間後の主要な関係会社の異動については、３［関係会社の状況］のただし書きに

記載しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

ただし、関連会社の株式会社エスティックは、当中間会計期間後の平成17年10月３日に、新株予約権行

使に伴う新株発行が行われ、当社の議決権所有割合が11.0％に低下したため、関係会社でなくなりまし

た。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から社外への出向者を除いております。 

    ２ 臨時従業員数（嘱託及びパートタイマーを含み派遣社員を除く。）は、従業員数の100分の10未満のため記

載しておりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しております。 

  

従業員数 660人



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格、素材価格の高騰などによる不安材料がありました

が、企業業績の回復による設備投資の増加、雇用環境の改善による個人消費マインドの好転が、内需を

牽引し景気は全般的に堅調に推移いたしました。 

当社を取り巻く機械器具関連業界におきましても、原料高により仕入コストが上昇し、利益確保が非

常に困難な状況にありましたが、好調な自動車関連業界を中心として工作機械や一般機械をはじめ製造

業全般の設備投資意欲は依然として旺盛で、市況は極めて好調に推移いたしました。 

このような状況のもとで、当社は、平成18年３月期のスローガン「創造と革新 ―自らの研鑽と行動

― 」のもと社員自らが、優位特性をもった良質のミニオンリーワンをより多く創造し、自立型成長企

業を目指し、あらゆる施策に取り組んでまいりました。 

具体的には、営業面におきましては、工場設備の修理保守の設計から工事・施工までを行う「ちょっ

とえんじにありんぐ」をはじめとし、当社から顧客に提供する付加価値を見つけるサービスに取り組

み、取扱商品の販路を拡大するとともに、メーカーと協力して市場ニーズの掘り起こしを行うため、取

扱商品の講習会、展示会等を実施し新規開拓にも取り組みました。またインターネット「ＷｅｂＡＣＣ

ＥＳＳ」による商品紹介および説明、印刷物においては当社カタログ同様にチラシを作成し、インター

ネットと対面販売の２本立てで販売促進活動を実施いたしました。 

物流面におきましては、多品種少量、納期短縮に対応するため、在庫管理・流通管理のコンピュータ

の整備を図り、保管と配送の一貫体制の強化をおこなうことで、市場ニーズを先取りした品揃えの充

実、商品の入れ替えなど積極的に進めてまいりました。 

設備面におきましては、手狭になりました高崎営業所の移転を実施するとともに、広島営業所、小山

営業所の建替えにも着手いたしました。 

人材育成面におきましては、能力開発・ＩＳＯグループを独立させ総務本部長直轄部門として、教

育・学習する組織を目指して階層別などの一般研修と新商品の専門知識研修を育成の両輪として実施し

てまいりました。特に後者につきましては、講習会ノウハウや現場からの研修会要望を反映し、自立型

人材の育成に努めてまいりました。 

この結果、当中間会計期間におきましては、売上高431億５千８百万円（前年同期比4.4％増）、経常

利益26億１千３百万円（前年同期比10.1％増）、中間純利益15億４千４百万円（前年同期比8.1％増）

と増収増益となりました。 

商品別の売上高は次のとおりであります。動力伝導機器分野におきましてはチェーン伝導用品、その

他伝導関連商品が好調に推移し、売上高193億３百万円（前年同期比3.6％増）となりました。産業機器

分野におきましては各種コンベヤ、昇降揚重機が好調に推移し、売上高95億７千５百万円（前年同期比

3.0％増）となりました。また、制御機器分野におきましては油圧機器、空圧機器、アクチュエータ、

各種センサが好調に推移し、売上高142億７千９百万円（前年同期比6.4％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

２億９千９百万円減少し132億６千４百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、12億５千万円（前年同期において使用した資金２億１百万円）とな

りました。これは主に税引前中間純利益が前年同期比１億８千１百万円増加したこと、たな卸資産の増

減による影響で資金支出が前年同期比２億７百万円減少したこと、仕入債務の増減による影響で資金支

出が前年同期比15億７千５百万円減少したこと、及び法人税等の支払による支出が前年同期比４億１百

万円増加したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、９億３千３百万円（前年同期において得られた資金６億１百万円）

となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入が前年同期比４億１千万円減少したこと、

投資有価証券の取得による支出が前年同期比９億２千万円増加したこと、及び投資有価証券の償還及び

売却による収入が２億９千３百万円減少したことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、６億１千９百万円（前年同期において使用した資金４億５千２百万

円）となりました。これは主に、配当金の支払による支出が前年同期比１億７千１百万円増加したこと

によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間会計期間における商品区分別の販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績に対する輸出高の割合は、100分の10未満であります。 

３ 総販売実績に対し、100分の10以上に該当する主要な販売先はありません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における商品区分別の仕入実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、提出会社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

商品区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

動力伝導機器 19,303 103.6

産業機器 9,575 103.0

制御機器 14,279 106.4

合計 43,158 104.4

商品区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

動力伝導機器 16,167 102.1

産業機器 8,339 103.2

制御機器 12,571 105.5

合計 37,078 103.5



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式消却が行なわれた場合には、それに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成17年12月９日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 15,943,000 15,943,000
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 15,943,000 15,943,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

― 15,943 ― 5,368 ― 6,283



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式432千株(2.71％)があります。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかった「日伝共栄会」は、当中間会計期間末では主要株主となっておりま

す。 

３ 「日伝共栄会」及び「日伝従業員持株会」の住所は、住居表示の変更に伴い、平成17年10月31日付で「大阪

府東大阪市本庄西２－３－27」に変更されております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 当社の住所は、住居表示の変更に伴い、平成17年10月31日付で「大阪府東大阪市本庄西２－３－27」に変更さ

れております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日伝共栄会 大阪府東大阪市本庄西２－73－１ 1,572 9.86

西 木 利 彦 奈良県奈良市鳥見町１－３－２ 1,398 8.76

西 木   進 奈良県奈良市富雄元町４－10－25 780 4.89

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 600 3.76

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 541 3.39

有限会社ニシキ興産 奈良県奈良市鳥見町１－３－２ 523 3.28

日伝従業員持株会 大阪府東大阪市本庄西２－73－１ 493 3.09

西 木 利 博 兵庫県西宮市津門呉羽町７－21 385 2.41

三ツ星ベルト株式会社 神戸市長田区浜添通４－１－21 333 2.09

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 325 2.03

計 ― 6,953 43.61

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 432,600

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,506,900
155,069 同上

単元未満株式
普通株式

3,500
― 同上

発行済株式総数 15,943,000 ― ―

総株主の議決権 ― 155,069 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社日伝

大阪府東大阪市本庄西 
２－73－１

432,600 ― 432,600 2.71

計 ― 432,600 ― 432,600 2.71



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,290 2,300 2,840 2,680 2,590 2,750

最低(円) 2,090 2,100 2,190 2,455 2,320 2,475



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項

により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理

的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであり、会社間項

目消去後の数値により算出しております。 

 
  

資産基準 0.4％

売上高基準 0.2％

利益基準 0.2％

利益剰余金基準 0.3％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 11,695 13,388 13,685

 ２ 受取手形 12,243 11,982 11,839

 ３ 売掛金 9,734 10,251 10,162

 ４ たな卸資産 3,676 3,893 3,680

 ５ その他 692 664 787

   貸倒引当金 △175 △117 △179

   流動資産合計 37,867 75.0 40,063 72.4 39,976 74.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 2,656 2,474 2,574

  (2) 土地 ※２ 4,068 3,924 3,924

  (3) その他 167 202 149

   有形固定資産合計 6,892 6,602 6,648

 ２ 無形固定資産 315 256 297

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 3,204 5,334 3,822

  (2) その他 2,215 3,125 3,195

    貸倒引当金 △38 △11 △33

   投資その他の資産合計 5,380 8,447 6,984

   固定資産合計 12,589 25.0 15,306 27.6 13,930 25.8

   資産合計 50,456 100.0 55,370 100.0 53,907 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,515 2,686 2,429

 ２ 買掛金 ※２ 6,501 6,780 6,829

 ３ 未払法人税等 1,188 1,238 1,419

 ４ 賞与引当金 706 855 704

 ５ その他 ※４ 396 430 578

   流動負債合計 11,308 22.4 11,992 21.7 11,962 22.2

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 414 405 404

 ２ 役員退職慰労引当金 254 261 266

 ３ その他 433 834 617

   固定負債合計 1,101 2.2 1,502 2.7 1,288 2.4

   負債合計 12,410 24.6 13,494 24.4 13,250 24.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,368 10.6 5,368 9.7 5,368 10.0

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 6,283 6,283 6,283

   資本剰余金合計 6,283 12.4 6,283 11.3 6,283 11.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 587 587 587

 ２ 任意積立金 22,150 24,149 22,150

 ３ 中間(当期)未処分利益 4,846 4,977 6,103

   利益剰余金合計 27,583 54.7 29,714 53.7 28,840 53.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 583 1.2 1,270 2.3 925 1.7

Ⅴ 自己株式 △1,770 △3.5 △760 △1.4 △760 △1.4

   資本合計 38,046 75.4 41,875 75.6 40,656 75.4

   負債・資本合計 50,456 100.0 55,370 100.0 53,907 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 41,354 100.0 43,158 100.0 82,856 100.0

Ⅱ 売上原価 35,411 85.6 36,873 85.4 70,881 85.5

   売上総利益 5,943 14.4 6,285 14.6 11,974 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,759 9.1 3,861 9.0 7,622 9.2

   営業利益 2,183 5.3 2,424 5.6 4,352 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 266 0.6 284 0.7 496 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 76 0.2 94 0.2 158 0.2

   経常利益 2,374 5.7 2,613 6.1 4,691 5.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 170 0.4 67 0.2 170 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 66 0.1 21 0.1 146 0.2

   税引前中間(当期)純利益 2,478 6.0 2,660 6.2 4,715 5.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,148 1,196 2,130

   法人税等調整額 △99 1,048 2.5 △80 1,115 2.6 △149 1,980 2.4

   中間(当期)純利益 1,429 3.5 1,544 3.6 2,734 3.3

   前期繰越利益 3,416 3,433 3,416

      自己株式処分差損 ― ― 48

   中間(当期)未処分利益 4,846 4,977 6,103



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 2,478 2,660 4,715

 ２ 減価償却費 169 157 340

 ３ 投資有価証券評価損 6 ― 6

 ４ 投資有価証券売却益 △170 ― △170

 ５ 貸倒引当金の増加額 
   又は減少額(△)

1 △84 0

 ６ 賞与引当金の増加額 
   又は減少額(△)

139 151 138

 ７ 退職給付引当金の増加額 
   又は減少額(△)

6 1 △3

 ８ 前払年金費用の増加額(△) 
   又は減少額

39 44 78

 ９ 役員退職慰労引当金の 
   増加額又は減少額(△)

△1 △4 10

 10 受取利息及び受取配当金 △31 △45 △52

 11 有形固定資産売却損 48 ― 126

 12 有形固定資産処分損 4 18 5

 13 その他の損益調整額 △1 △3 △1

 14 売上債権の増加額(△) 
   又は減少額

△112 △187 △180

 15 たな卸資産の増加額(△) 
   又は減少額

△420 △212 △424

 16 その他の資産の純増加額 
   (△)又は純減少額

4 △3 37

 17 仕入債務の増加額 
   又は減少額(△)

△1,281 294 △1,124

 18 未払消費税等の増加額 
   又は減少額(△)

△84 △76 △29

 19 その他の負債の純増加額 
   又は純減少額(△)

△46 △114 108

 20 役員賞与支払額 △45 △50 △45

    小計 704 2,545 3,534

 21 利息及び配当金の受取額 32 44 54

 22 法人税等の支払額 △938 △1,340 △1,726

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△201 1,250 1,862



 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による 
   支出

△113 △8 △1,128

 ２ 定期預金の解約による 
   収入

6 6 7

 ３ 有形固定資産の取得による 
   支出

△35 △85 △87

 ４ 有形固定資産の売却による 
   収入

410 ― 499

 ５ 投資有価証券の取得による 
   支出

△11 △932 △53

 ６ 投資有価証券の償還及び 
   売却による収入

383 90 387

 ７ 貸付けによる支出 △1 △1 △6

 ８ 貸付金の回収による収入 3 2 6

 ９ その他の投資活動による 
   支出

△39 △6 △73

 10 その他の投資活動の 
   回収による収入

0 0 0

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

601 △933 △448

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △4 ― △4

 ２ 自己株式の売却による 
   収入

― ― 962

 ３ 配当金の支払額 △447 △619 △447

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△452 △619 509

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

1 3 2

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額(△)

△50 △299 1,925

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

11,638 13,564 11,638

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 11,587 13,264 13,564



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

    償却原価法 

    (定額法)

(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

    移動平均法による

原価法

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日

の市場価格等に基

づく時価法

    (評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

同左

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  商品………移動平均法

による原価

法、一部商

品について

は個別法に

よる原価法

(2) たな卸資産

  商品………同左

(2) たな卸資産

  商品………同左

  貯蔵品……最終仕入原

価法

  貯蔵品……同左   貯蔵品……同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)

については、定額法に

よっております。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額

法、それ以外の無形固

定資産については、定

額法によっており、耐

用年数については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法によっておりま

す。

  なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に備える

ため、支給見込額に基

づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)

による按分額をそれぞ

れ発生の翌期より費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を

翌期より費用処理する

こととしております。



 
  

会計処理の変更 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が、借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜き方式を採用しており

ます。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

―――  (固定資産の減損に係る会計基準) ―――

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。



追加情報 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― ―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が71百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、71百

万円減少しております。

項目
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額

2,727百万円 2,855百万円 2,803百万円

※２ 担保資産 営業取引(商品仕入代金等

1,701百万円)の担保に供し

ている資産

建物 12百万円

土地 49百万円

投資有価証券 517百万円

計 578百万円

営業取引(商品仕入代金等

1,868百万円)の担保に供し

ている資産

建物 11百万円

土地 49百万円

投資有価証券 736百万円

計 797百万円

営業取引(商品仕入代金等

1,751百万円)の担保に供し

ている資産

建物 11百万円

土地 49百万円

投資有価証券 596百万円

計 657百万円

 ３ 受取手形裏書譲

渡高

7,347百万円 6,979百万円 6,698百万円

※４ 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。

同左 ―――



(中間損益計算書関係) 
  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主

要項目

    受取利息 7百万円 10百万円 14百万円

    有価証券利息 1百万円 2百万円 3百万円

    仕入割引 191百万円 198百万円 382百万円

※２ 営業外費用の主

要項目

    売上割引 76百万円 94百万円 158百万円

※３ 特別利益の主要

項目

    投資有価証券

売却益

170百万円 ――― 170百万円

    貸倒引当金戻

入益

――― 67百万円 ―――

※４ 特別損失の主要

項目

    固定資産除却

損

 

建物 3百万円

器具備品 1百万円

計 4百万円

建物 21百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 21百万円

建物 3百万円

構築物 0百万円

器具備品 1百万円

計 5百万円

    固定資産売却

損
土地 14百万円

建物 40百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

――― 土地 83百万円
建物 50百万円
構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 54百万円 計 134百万円

    固定資産評価

損  
投資有価証券 6百万円 ―――

 
投資有価証券 6百万円

 ５ 減価償却実施額

    有形固定資産 128百万円 111百万円 254百万円

    無形固定資産 39百万円 44百万円 82百万円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び 
預金勘定

11,695百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△107百万円

現金及び 
現金同等物

11,587百万円

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び 
預金勘定

13,388百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△123百万円

現金及び 
現金同等物

13,264百万円

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び
預金勘定

13,685百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△121百万円

現金及び
現金同等物

13,564百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間会計

期間末残高相当額
器具 
備品

ソフト 
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

408 24 432

減価償却 
累計額 
相当額

250 13 264

中間会計 
期間末残 
高相当額

157 10 167

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額
器具 
備品

ソフト
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

303 17 321

減価償却 
累計額 
相当額

202 11 214

減損損失
累計額 
相当額

― ― ―

中間会計 
期間末残 
高相当額

101 6 107

 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額
器具 
備品

ソフト 
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

398 21 419

減価償却 
累計額 
相当額

255 12 268

期末残高 
相当額

142 8 150

  なお、取得価額相当額

は、固定資産の中間会

計期間末残高等に占め

る未経過リース料中間

会計期間末残高の割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。

同左   なお、取得価額相当額

は、固定資産の期末残

高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。

 

② 未経過リース料中間会

計期間末残高相当額

１年以内 86百万円

１年超 81百万円

計 167百万円

 

② 未経過リース料中間会

計期間末残高相当額及

びリース資産減損勘定

中間会計期間末残高

未経過リース料中間会

計期間末残高相当額

１年以内 56百万円

１年超 50百万円

計 107百万円

リース資産減損勘定中

間会計期間末残高

―百万円

 

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 78百万円

１年超 72百万円

計 150百万円

  なお、未経過リース料

中間会計期間末残高相

当額は、固定資産の中

間会計期間末残高等に

占める未経過リース料

中間会計期間末残高の

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

同左   なお、未経過リース料

期末残高相当額は、固

定資産の期末残高等に

占める未経過リース料

期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③ 支払リース料、減価償

却費相当額

  支払リース料

46百万円

  減価償却費相当額

46百万円

③ 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額

及び減損損失

  支払リース料

34百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

―百万円

  減価償却費相当額

34百万円

  減損損失

―百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額

  支払リース料

92百万円

  減価償却費相当額 

92百万円

④ 減価償却費相当額の算

定方法

リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零と
する定額法によってお
ります。

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく

下落」したと判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当中間会計期間において、時価のある

有価証券については減損処理を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,774 2,721 947

② その他 149 184 35

計 1,924 2,906 982

内容
中間貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

非上場外国債 94

(2) 子会社株式及び関連会社株式 143

(3) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 154



当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく

下落」したと判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当中間会計期間において、減損処理を

行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 800 710 △89

計 800 710 △89

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,825 3,880 2,054

② その他 299 383 84

計 2,125 4,264 2,139

内容
中間貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 143

(2) その他有価証券

非上場株式 126



次へ 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく下落」した

と判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当事業年度において、時価のある有価証券につい

ては減損処理を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

計 ― ― ―

区分
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,813 3,325 1,511

② その他 179 226 47

計 1,993 3,551 1,558

内容
貸借対照表計上額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

  非上場外国債 90

(2) 子会社株式及び関連会社株式 143

(3) その他有価証券

  非上場株式 126

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社は、デリバティブ取引を全く
利用しておりませんので、該当事項
はありません。

ヘッジ会計を適用しておりますので
記載を省略しております。     

同左



(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

関連会社に対する投資 
の金額

63百万円 63百万円 63百万円

持分法を適用した場合 
の投資の金額

230百万円 273百万円 256百万円

持分法を適用した場合 
の投資利益の金額

18百万円 17百万円 44百万円

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 2,547円40銭 2,699円85銭 2,618円03銭

１株当たり中間(当期) 
純利益

95円71銭 99円60銭 177円21銭

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

1,429 1,544 2,734

普通株主に帰属しない金
額(百万円)

― ― 50

(内利益処分による役員
賞与金)(百万円)

(―) (―) (50)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円)

1,429 1,544 2,684

普通株式の期中平均株式
数(千株)

14,936 15,510 15,151



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 当社は、平成16年11月９日開催

の取締役会決議により、以下のとお

り自己株式の処分にかかる株式売出

しを行いました。

(1) 処分株式数

  普通株式 500,000株

(2) 処分価額の総額

  836百万円

  (１株当たり1,673.80円)

(3) 処分方法

  売出しとし、野村證券株式会

社、日興シティグループ証券株

式会社、みずほインベスターズ

証券株式会社及びＵＦＪつばさ

証券株式会社に全株式を買取引

受けさせる。

(4) 払込期日

  平成16年11月25日

(5) 資金の使途

  全額を設備投資資金に充当する

予定であります。

――― ―――

２ 当社は、平成16年11月９日開催

の取締役会決議により、オーバーア

ロットメントによる当社株式の売出

し(野村證券株式会社が当社株主か

ら借入れた当社普通株式75,000株の

売出し)に関連して、第三者割当に

よる自己株式処分を行うことといた

しました。

(1) 処分株式数

  普通株式 75,000株(上限)

(2) 処分価額の総額

  125百万円(上限)

  (１株当たり1,673.80円)

(3) 払込期日

  平成16年12月21日

(4) 資金の使途

  全額を設備投資資金に充当する

予定であります。



(2) 【その他】 

特記事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第54期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月22日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第49期(自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

事業年度 第50期(自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

事業年度 第51期(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

事業年度 第52期(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

事業年度 第53期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

事業年度 第53期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)平成17年９月７日近畿財務局長に提出 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

(第53期中) (自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

(第54期中) (自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)平成17年６月14日近畿財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づくもの 

  平成17年11月18日関東財務局長に提出 

  

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月10日

株式会社 日 伝 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日伝の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日伝の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  重  松  孝  司  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  古  田  清  和  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月９日

株式会社 日 伝 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日伝の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日伝の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  重  松  孝  司  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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